
【 地域振興（特定地域） 】

集落活性化推進事業
（「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業）

（事業開始年度：平成２０年度） － 国土交通省国土政策局地方振興課 －

事業の目的 ・ 人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域において、公益サービス、
概 要 生活サービス、地域活動等の維持確保を図るため、必要となる既存の施設を活

用した施設整備等に所要の補助を行い、複数の生活サービスや地域活動の場を
集めた「小さな拠点」の形成を推進することで、地方における集落の活性化に
資することを目的としている。

事業実施主体 対象地域を含む市町村（対象市町村により組織される地方自治法第 284号第
1 項の一部事務組合若しくは広域連合を含む。)又は NPO 法人、市町村が認定
したまちづくり協議会

対 象 地 域 次のいずれにも当てはまる地域
① 過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域。
② 対象地域の集落生活圏人口が 1,000 人以上かつ、本事業を実施する基幹
集落の人口が 200人以上であること。

③ 都市計画法に規定する都市計画区域でない。 など
（※他にも要件あり）

対 象 事 業 地域住民に対する様々な公共サービス・生活サービス機能を維持するため、
遊休施設を活用し、ワンストップサービスの実現やサービスコストの低減を図
る事業であって、以下の①～④のいずれかに該当する事業。
① 既存公共施設の再編・集約を図る事業。
② ①の既存公共施設の再編・集約を図る事業と併せて、「小さな拠点」を
含む生活圏において消失し又は消失の可能性のある機能のうち当該生活圏
の維持再生に必要な機能を有する施設の整備を図る事業。

③ ①の既存公共施設の再編・集約を図る事業を伴わず、複数の生活圏必須
機能を有する施設の整備を図る事業（当該生活圏において再編・集約を図
る既存公共施設が存在しない場合に限る）。

④ ①の既存公共施設の再編・集約により廃止となる施設の除却、跡地活用
のための整地を行う事業。

補 助 率 補助率１／２以内（ただし、間接補助の場合は１／３以内）

県 内 事 例 平成２３年度 延岡市（平成２４年度分に係る実施設計）
平成２４年度 延岡市
平成２８年度 都城市（実施設計・改修１期工事）
平成２９年度 都城市（改修２期工事）
令和元年度 美郷町

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３６
（中山間・特定地域振興担当） 内線：２２２４
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【 地域振興（特定地域） 】

中山間地域産業振興センター運営事業
（事業開始年度：平成３０年度） － 県 －

事業の目的 ・ 人口減少や高齢化の急速な進行、基幹産業の低迷や雇用環境の悪化等、大変
概 要 厳しい状況にある中山間地域の活性化を促進するため、中山間地域産業振興セ

ンターを設置し、コーディネーターによるワンストップ対応窓口において、地
域の持つあらゆる資源を活用した多様な産業おこしの取組を支援し、関係機関
の連携のもと円滑かつ積極的な産業振興を図る。

事業実施主体 公益財団法人宮崎県産業振興機構（県が委託）

対 象 事 業 等 「中山間地域産業振興コーディネーター」が、県内の中山間地域を巡回しな
がら主として次の支援を行う。
《支援内容》
１ 地域特産物の開発・販売に係る支援

農林水産物を活用した加工品等の開発及び販路開拓、販路拡大の支援
２ 地域への経済効果の高い中核拠点施設に対する支援

物産販売所からの新商品開発や改良、運営管理等に関する相談に対応し、必
要な支援を行う。

３ コミュニティビジネスの支援
中山間でも継続可能なコミュニティビジネスについて、県内及び他県の事例

収集するとともに、県内の実施事業者等に対して必要な支援を行う。
４ セミナー・個別相談会の開催

商品開発又は販路開拓など、事業者等のニーズを踏まえたテーマを設定した
セミナーや、課題解決を支援するための個別相談会等を開催する。

県 内 事 例 令和元年度活動事例
１ しいたけを活用した新たな商品開発支援（美郷町）
２ 大阪の竹材卸業者と県内の障がい者支援施設のマッチング（高原町）
３ 地元農産物加工品の販路開拓（都城市）
４ 中山間セミナーの開催（２回：日南市、五ヶ瀬町）

令和２年度活動事例
１ 鹿の角を使ったおもちゃのパッケージデザイン支援及び販路拡大（えびの

市）
２ 廃校を活用した山村の子育て支援事業に取り組む NPO 法人への創業支援
（西都市）

３ 中山間セミナーの開催（３回：えびの市、日南市、延岡市）

令和３年度活動実例
１ 地元洋菓子店と公立学校との人材交流・マッチング支援（高千穂町）
２ サッカーチーム「テゲバジャーロ宮崎」との連携による販路開拓支援
３ 中山間セミナーの開催（２回：椎葉村、西米良村）

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間･地域政策課 電話番号 ２６－７０３６
（中山間・特定地域振興担当） 内線：２２２４
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【 地域振興（特定地域） 】

離島活性化交付金交付事業

（事業開始年度：平成２５年度） － 国土交通省国土政策局離島振興課 －

事業の目的・ 離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図ると共に、地
概 要 域間の交流を促進し、もって居住する者のない離島の増加及び人口の著しい減少を

防止するため、戦略産業の育成による雇用拡大等の定住促進、観光の推進等による
交流の拡大促進、地域防災力の向上等による安全・安心な定住条件の整備強化等の
ための事業を実施し、離島の振興を図ることを目的とする。

事業実施主体 都道府県、市町村及び民間団体（離島振興対策実施地域）

対 象 事 業 等 【定住促進事業】
地域における創意工夫を生かしつつ、産業の活性化及び離島への移住を推進する

ために必要となる事業
・産業活性化事業
①戦略産品開発

戦略産品開発のための調査、研究、研修事業、ブランド化、戦略産品のテ
スト販売、産業活性化のための広報等

②輸送支援
戦略産品の移出に係る海上輸送費支援

・定住誘引事業
①定住情報の提供

Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための相談窓口の設置、空家情報の提供等
②施設整備

定住情報の提供と併せて実施する人材受入れのための空家改修等
・流通効率化関連施設整備等事業

海上輸送、保管、荷さばき、流通加工の過程で流通効率化に効果のある施
設の整備

・その他の定住促進に資する事業
【交流促進事業】
島の特性を生かし、経済的、文化的諸活動を通じて、離島と他地域との交流を図

るために必要となる事業。
・地域情報の発信

パンフレット作成、ＷＥＢの作成運用、ＰＲ活動等
・交流拡大のための仕掛けづくり

インストラクター、世話人等の確保のためのシステムの構築及び同人材の育
成のための研修、交流の場を提供するために必要となるプログラムの作成、先
進事例調査等

・交流の実施
体験学習事業、伝統芸能・伝統工芸体験事業、シンポジウム、離島体験ツア

ー、コンサート、農林水産業体験事業等

【安全安心向上事業】
災害を防除し並びに災害が発生した場合において島民が孤立することを防止し、

防災上必要な対策を推進するために必要となる事業
・防災機能強化事業

①避難施設の整備、②防災活動拠点の改修等、
③避難路、案内板等簡易な施設の整備や無電柱化、
④緊急時物資等輸送施設の整備、⑤災害応急対策施設の整備

・計画策定等事業
防災力向上のための調査、防災講習の実施、要援護者名簿の作成、災害時の

離島のエネルギー確保のための調査及び計画策定等

補 助 率 都道府県及び市町村については１／２以内。
民間団体については１／３以内とし、かつ、国の負担額は、地方公共団体の負担

額と同額までとする。
ただし、流通効率化関連施設整備等事業については、民間団体であっても、その

１／２以内を都道府県又は市町村に交付するものとする。

県主管課名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３６
（中山間・特定地域振興担当） 内線：２２２６
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【 地域振興（特定地域） 】

過疎地域持続的発展支援交付金事業
（事業開始年度：令和３年度） － 総務省自治行政局過疎対策室 －

事業の目的・ 過疎地域等における地域人材の育成、ＩＣＴ等技術の活用等による地域課題に対
概 要 応するためのソフト事業、過疎地域の集落再編を図るための居住環境の整備並びに

過疎地域にある遊休施設を再活用して地域間交流及び地域振興を図るための施設整
備を行う取組に対して補助することにより、過疎地域の持続的発展を支援する。

事業実施主体 １ 過疎地域持続的発展支援事業は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措
置法第２条第２項の規定により公示された市町村（以下「過疎地域市町村とい
う。」）及び構成市町村の２分の１以上が過疎地域市町村である一部事務組合等
（以下「一部事務組合等」という。）並びに都道府県。

２ 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業は、集落ネットワーク圏を支える
中心的な組織（地域運営組織等）。

３ 過疎地域集落再編整備事業は、過疎地域市町村。

４ 過疎地域遊休施設再整備事業は、過疎地域市町村及び一部事務組合等。

対 象 事 業 等 １ 過疎地域持続的発展支援事業
過疎地域の地域課題解決を図り、持続的発展に資する取組として、過疎地域市

町村が実施するＩＣＴ等技術活用事業、都道府県が行う人材育成事業等を支援。
(1) ＩＣＴ等技術活用事業（過疎地域市町村のみ）
(2) 人材育成事業（主として都道府県実施を想定）

２ 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業
基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネットワー

ク圏」（小さな拠点）において、地域運営組織等が行う生活支援の取組や「なり
わい」を創出する活動等の地域課題の解決に資する取組を幅広く支援（特に専門
人材やＩＣＴ等技術を活用する場合には上乗せ支援）。

３ 過疎地域集落再編整備事業
ポストコロナ社会を見据え、都市部から過疎地域への移住を推進するととも

に、過疎地域における定住を促進するため、定住促進団地の整備や空き家を活用
した住宅整備を支援。
(1) 定住促進団地整備事業
(2) 定住促進空き家活用事業
(3) 集落等移転事業
(4) 季節居住団地整備事業

４ 過疎地域遊休施設再整備事業
過疎地域に存在している廃校舎や使用されている家屋等の遊休施設を有効活用

し、地域間交流促進や地域振興に資する施設（生産加工施設、文化体験施設等）
へ再整備する取組を支援。

交 付 率 等 １ 過疎地域持続的発展支援事業
2,000万円を上限（下限額 500万円）に交付。

(1) 過疎地域市町村：定額
(2) 都道府県：１／２以内（※財政力指数0.51以下の都道府県は6/10以内。）

２ 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業
1,500万円を上限（下限額 500万円）に定額交付、下記事業は限度額上乗せ。

(1) 専門人材を活用する事業：＋500万円
(2) ＩＣＴ等技術を活用する事業：＋1,000万円
(3) 上記(1)＋(2)を併用する事業：＋1,500万円

３ 過疎地域集落再編整備事業
交付率１／２以内

４ 過疎地域遊休施設再整備事業
交付対象経費限度額 60,000千円（交付率１／３以内）

県 主 管 課 名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３６
（中山間・特定地域振興担当） 内線：２２２５・２２２６
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【 地域振興（特定地域） 】

山村活性化支援交付金事業

（事業開始年度：平成２７年度） － 農林水産省農村振興局地域振興課 －

事業の目的・ 山村活性化支援対策は、山村の活性化に向けて、農林水産業及びその基盤となる
概 要 農山漁村の振興を図る取組を重点的に支援するものであり、地域資源を活用して山

村の所得や雇用の増大を図るために行う事業に対して交付金を交付する。

事業実施主体 １ 山村活性化対策事業
振興山村を有する市町村又は振興山村を有する市町村を構成員に含む地域協議会

２ 商談会開催事業
特定非営利活動法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法

人、民間企業

対 象 事 業 等 １ 山村活性化対策事業
（１）地域資源の賦存状況・利用形態等の調査

ア その地域の農林水産物やその加工品等の賦存量、利用状況・形態、潜在的な
活用可能量・方法等の調査等
イ 農林水産業に関連する地域人材やそのノウハウ、伝統的な技術・知恵、既存
の加工販売施設、固有の自然・景観等の調査

（２）地域資源を活用するための合意形成、組織づくり、人材育成
ア 農業者・林業者をはじめとする地域住民が協力して行う地域資源の活用に向
けた住民意向調査、実施体制づくりや活動組織づくりに向けたワークショップ
開催、活動計画づくりに向けた調査・検討等
イ 取組実施や人材育成に必要な技術やノウハウ等の実践研修等

（３）地域資源の消費拡大や販売促進、付加価値向上等を図る取組
ア 地域資源を活用した特産物等の生産・加工・販売の促進に向けたマーケティ
ング調査、販売先現地調査等
イ その地域の農林水産物を使った特産物等の生産拡大・商品開発、既存直売所
の活用や直販システムの導入等による販売実践、ICT やパンフレット、現地説
明看板等を使った情報発信、商品パッケージ等のデザイン検討等

２ 商談会開催事業
（１）山村地域の参加者とバイヤー等との商談会の開催・運営

ア 山村の地域資源を活用した商品を求めるバイヤー等の募集、事前説明の実施
イ 山村地域からの参加者の募集、商談に参加するに当たっての準備事項及び注
意事項の周知
ウ インターネット上で山村の地域資源を活用した商品の展示に加え、バイヤー
等への商品サンプルの提供等も行うマッチングサイトの開設

エ 山村地域の参加者とバイヤー等との商談会等の開催
オ 商談会の会場設営及び運営
カ 商談スキルの向上や事業を効果的に進めることに資するセミナー等の開催に
よる支援

（２）商談会開催後のフォローアップ等
商談会に参加した山村地域の参加者及びバイヤー等からの問い合わせ等の対

応、各参加者の商談状況の把握、各参加者へのアンケート調査の実施、成約に
至らない課題の解決に向けた支援、報告書の作成

交 付 率 等 １ 交付率は定額とする。

２ 各年度の助成額の上限は、１振興山村当たり１，０００万円とする。

県主管課名 総合政策部 中山間・地域政策課 電話番号 ２６－７０３６
（中山間・特定地域振興担当） 内線：２２２４
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